
網使用料算定根拠
＜端末回線伝送機能（光信号伝送装置、光信号主端末回線及び光信号分岐端末回線により
伝送を行う機能（10Mbit/sまでの符号伝送が可能なものに限る））および端末回線伝送機
能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表醍ﾈ霜



　目　　次



 Ⅰ．算定手順

接続料の算定

端末系伝送路（加入者回線）          　

４月～６月 指 主配線盤

全　　社  定 公衆電話設備

設 主配線盤～端末系交換設備伝送路

備 端末系交換設備

７月～３月 管 端末系交換設備間伝送路

東 日 本 理 群タンデム交換設備～端末系交換設備伝送路

部 群タンデム交換設備

門 　　・

　　・

　　・

７月～３月 　　・

西 日 本  網改造料

 指定設備利用部門
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Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)

区分 首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 6,583,227 (Ａ)

指定設備管理部門における投資等(収益の見込まれないもの)（※） 23,360 (Ｂ)

投資等比率（Ｂ÷Ａ） 0.0035 (Ｃ)

※　投資等は、収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

(2)貯蔵品比率の算定

(単位：百万円)

区分 首末平均残高

電気通信事業固定資産 8,039,939 (Ａ)

貯蔵品（※） 21,085 (Ｂ)

貯蔵品比率（Ｂ÷Ａ） 0.0026 (Ｃ)

※　貯蔵品は、現用に供されるまでの間保管されている電気通信設備用品（新品）であり、金額は月末

　　在庫額の年平均値である。

(注)なお繰延資産比率については、繰延資産が発生していないので無しとする。
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（参考２）





設備区分等

　

取 得 価 額

空中線設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

端末設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

線 市内線路設備 減価償却累計額

路 正 味 価 額

設 取 得 価 額

備 市外線路設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

土木設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

建物 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

構築物 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

機械及び装置 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

車両及び船舶 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

工具、器具及び備品 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

土地 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

建設仮勘定 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

無形固定資産 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

減価償却累計額

正 味 価 額

設備区分毎の

固定資産合計

指定設備管理部門 指定設備利用部門

網

改

造

費

用

燈



（参考３）

設 備 区 分 別 の 費 用 明 細 表 (端 末 系 伝 送 路 の 内 訳）





（単位：百万円）

設備区分等 指定設備管理部門

　

　





（別添１）

光信号端末回線伝送機能予測原価総括表

１．料金単位 光信号端末回線伝送機能（加入者回線）





（再掲）引込分岐点～端末間

（単位：百万円）

区分 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ１３－１９

（７年間）

１．設備管理運営費 3,202 4,839 7,271 12,440 20,649 26,995 29,482 104,878

２．他人資本費用 159 246 373 638 1,065 1,385 1,495 5,361

３．自己資本費用 134 206 313 536 895 1,164 1,257 4,505

４．利益対応税 129





Ⅰ．設備管理運営費

営業費 人件費

物件費

合計

施設保全費 人件費

物件費

合計

共通費 人件費

物件費

合計

管理費 人件費

物件費

合計

試験研究費 人件費

物件費

合計

通信設備使用料

租税公課

減価償却費

固定資産除却費

（再）除却損

（再）人件費計

（再）物件費計

合計

区分

（単位：百万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成１３-１９年（７年間） 主な配賦基準

局舎～引込

（再）除却

（再）除却 平成�X兌��ｨ件�



Ⅱ．固定資産

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

局舎～引込 引込分岐点 局舎～引込 引込分岐点 局舎～引込 引込分岐点 局舎～引込 引込分岐点 局舎～引込 引込分岐点
分岐点間 ～端末間 分岐点間 ～端末間 分岐点間 ～端末間 分岐点間 ～端末間 分岐点間 ～端末間

線路設備 光ケーブル 取得固定資産 304,356



Ⅱ．固定資産

線路設備 光ケーブル 取得固定資産

正味固定資産

その他 取得固定資産

正味固定資産

土木 取得固定資産

正味固定資産

建物 取得固定資産

正味固定資産

構築物 取得固定資産

正味固定資産

無形固定資産 取得固定資産

正味固定資産

その他 取得固定資産

正味固定資産

合計 取得固定資産

正味固定資産





（別添２）

光信号端末回線伝送機能予測原価総括表

１．料金単位 光信号端末回線伝送機能（配線盤）

２．原価算定期間 平成１３年４月～平成２０年３別添２）bR�Gｩ�｠!�





Ⅱ．固定資産

（単位：百万円）

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 算定方法

機械設備 ＦＴＭ 取得固定資産 5,372 6,033 6,351 6,847 7,733 9,336 10,986 12,080 12,856 前年度値＋当年度取得資産－除却額

正味固定資産 1,519 1,627 1,411 1,378 1,682 2,493 3,084 3,020 2,709 前年度値＋当年度取得資産－除却額－減価償却費【当年度稼働資産×0.319】

その他 取得固定資産 149 152 153 155 158 163 167 169 170 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

正味固定資産 44 45 45 46 47 48 49 50 50 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

建物 取得固定資産 5,067 5,153 5,188 5,242 5,336 5,498 5,637 5,712 5,760 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

正味固定資産 2,626 2,671 2,689 2,717 2,766 2,850 2,922 2,961 2,986 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

構築物 取得固定資産



Ⅲ．需要

光サービスの利用意向調査等を元に算定した。

（単位：千芯）

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 備考

光サービス芯線数 250 365 518 783 1,193 1,921 3,238 4,592 5,494
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（別添３）

電話の回線管理運営費の内訳

１．電話の回線管理運営費の「データベース管理業務」と「料金請求・回収業務」分計
（単位．Xxゞv~）

電話の回線

区分 分計基準 管理運営費 データベース 料金請求 備考

管理業務 回収業務

①管理運営費 営業費 販売サポ’��’��4�l’��’��’��（単位箔d固帝h�

（単位．Xxゞv~）

電話の求 区分 分計基準 管理運�備考備考

備考①管理運営費 販売サ求 ’�牽’�絹（単位箔d固帝h�


